
○加須市就学援助費支給要綱 

平成２８年１月１９日 

告示第１９号 

改正 平成２８年９月２日告示第２８２号 

（目的） 

第１条 この要綱は、学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１９条の規定

に基づき、経済的な理由により就学が困難な学齢児童生徒の保護者に対して、

就学に必要な費用（以下「就学援助費」という。）を支給することにより、

義務教育の円滑な実施に資することを目的とする。 

（支給対象者） 

第２条 就学援助費の支給を受けることができる者（以下「支給対象者」とい

う。）は、市内に住所を有し、公立小・中学校に在学する学齢児童生徒の保

護者であって、次の各号のいずれかに該当するものとする。 

（１） 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第６条第２項に規定する

要保護者 

（２） 支給対象者の属する世帯全員の前年の所得金額の合計額が、加須市

教育委員会（以下「教育委員会」という。）が別に定める準要保護者認定

基準により算定した額以下であって、要保護者に準ずる程度に困窮してい

ると認定した者（以下「準要保護者」という。） 

２ 前項の規定にかかわらず、市外に住所を有し、加須市立小・中学校に在学

する学齢児童生徒の保護者については、当該者が住所を有する市町村との協

議により、支給対象者とすることができる。 

（対象費目等） 

第３条 就学援助費の支給の対象となる費目（以下「対象費目」という。）は、

次の表の左欄に掲げるとおりとし、当該対象費目に係る支給対象者は、それ

ぞれ同表の右欄に掲げるとおりとする。 

対象費目 支給対象者 
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学用品等購入費 準要保護者 

新入学児童生徒学用品費 

校外活動費（宿泊を伴わないもの） 

校外活動費（宿泊を伴うもの） 

学校給食費 

PTA会費 

児童・生徒会費 

修学旅行費 要保護者及び準要保護者 

医療費 

体育実技用具費（柔道着・竹刀） 

（個人購入を学校が求める場合に限る。） 

準要保護者 

２ 対象費目ごとの就学援助費の支給額は、毎年度予算の範囲内において、市

長が別に定める。 

（支給申請） 

第４条 就学援助費の支給を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、

就学援助費支給申請書（様式第１号）に必要な資料等を添付し、就学援助費

の支給を受けようとする年度の前年度の３月末日までに、教育委員会に提出

しなければならない。ただし、生活保護法第６条第１項に規定する被保護者

については、この限りでない。 

２ 前項の規定にかかわらず、年度の途中で新たに就学援助費の支給を受けよ

うとする者は、速やかに申請するものとし、当該年度の２月末日までに申請

しなければならない。 

３ 前項の申請に係る就学援助費の支給対象期間は、申請日の属する月の翌月

（本市に転入した者が学校給食費に係る申請をする場合にあっては、申請日

の属する月）から当該年度末までとする。 

（支給認定等） 

第５条 教育委員会は、前条第１項に規定する申請書の提出があったときは、
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当該申請書及び添付資料等の審査を行い、就学援助費の支給の認定の可否を

決定するものとする。 

２ 教育委員会は、前項の審査に必要があるときは、申請者の同意を得て、当

該申請者の支給対象者としての資格に関する事項を関係機関に照会すること

ができる。 

（認定等の通知） 

第６条 教育委員会は、前条第１項の規定による認定の可否を決定したときは、

その結果を就学援助費支給認定通知書（様式第２号）又は就学援助費不支給

認定通知書（様式第３号）により、申請者及び当該申請に係る児童生徒の在

籍する学校の校長に通知するものとする。 

（支給方法） 

第７条 就学援助費は、就学援助費の支給の認定を受けた者（以下「受給者」

という。）の申請に基づき、現金受領又は口座振替の方法により支給する。

ただし、次の各号に掲げる費目に係る就学援助費については、当該各号に定

めるところによる。 

（１） 学校給食費 受給者の委任に基づき、受給者の児童生徒の在学する

学校の校長が指定する口座に振り込むこと。 

（２） 医療費 保護者の負担する実費相当額を医療機関に直接支払うこと。 

２ 前項の規定にかかわらず、受給者が学校に支払うべき経費を滞納している

場合には、教育委員会は、当該受給者の委任に基づき、就学援助費を当該滞

納分に充当することができる。 

（状況変更等の届出） 

第８条 受給者は、次の各号のいずれかに該当したときは、就学援助費支給変

更（辞退）届出書（様式第４号）により、遅滞なく教育委員会に届け出なけ

ればならない。 

（１） 受給者又は児童生徒の住所又は氏名に変更があったとき。 

（２） 世帯構成の変更等により、経済状況が好転したとき。 

（３） 対象費目が学校給食費であって、長期欠席等により給食をやめると
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き。 

（４） その他申請書の記載内容に変更が生じたとき。 

（認定の取消） 

第９条 教育委員会は、受給者が次の各号のいずれかに該当したときは、就学

援助費の支給の認定を取り消すことができる。 

（１） 第２条に規定する要件を欠いたとき。 

（２） 虚偽その他不正の手段により、就学援助費の支給を受けたとき。 

（３） 正当な理由なく、就学援助費を他の用途に流用したことが判明した

とき。 

（４） その他教育委員会が特に必要があると認めるとき。 

２ 教育委員会は、前項の規定により認定を取り消した場合は、就学援助費支

給認定取消通知書（様式第５号）により、当該受給者に通知するものとする。 

３ 教育委員会は、第１項の規定により就学援助費の支給の認定を取り消した

ときは、既に支給した就学援助費の全部又は一部の返還を命ずることができ

る。 

（その他） 

第１０条 この要綱に定めるもののほか、就学援助費の支給の実施に関し必要

な事項は、教育委員会が別に定める。 

附 則 

この告示は、公布の日から施行し、この告示の施行の日後の申請に係る就学

援助費の支給について適用する。 
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様式第１号（第４条関係） 

様式第２号（第６条関係） 

様式第３号（第６条関係） 

様式第４号（第８条関係） 

様式第５号（第９条関係） 
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